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  「現場」にはモノづくりの原点がある 
  ところで、以上のような問題の構図の中で、95年に操業開始したＶＩＮＡ  ＳＴＡＲは、
資本金1600万ドル、従業員 379人でキャンター、Ｌ３００の２車種からスタート、その後、
ウィラ、パジェロ、ジョリー（台湾がメインのアジアカー）、ランサーと幅を拡げてきた。



























































































































































  国内の工場は全て群馬県内にある。赤城工場（ 166人）、利根工場（ 256人）、鬼石工
場（ 191人）、新里工場（ 687人）の４工場態勢である。 
  また、海外展開も以下のように積極的な展開をみせてきた。 
 
  アメリカ    1987年  ミシガン、インディアナの２工場 
                      ワイパー、ファンモーター、スタータ、パワーウインドモーター
  メキシコ    1986年  ドアミラー、ランプ、四輪部品 
                      この工場は買収した大島電機の工場 
              2000年  スタータ、パワーウインドモーター、サンルーフモーター、ＥＴ
           Ｃ モ ー タ ー  
  イタリア    1997年  スタータ、ＡＣＧ、ＣＤＩ、レギュレーター 
  ハンガリー  2001年  ワイパー、パワーウインドモーター 
  タイ        1993年  ワイパー、パワーウインドモーター、ＡＣＧ、フラッシュリレー
  フィリピン  1996年  ワイパー、ホーン、モーター部品 
              2001年  ホーン、四輪部品 
  ベトナム    1997年  スタータ、ＡＣＧ、ホーン、リレー、ハブダイナモ、ワイヤーハ
           ー ネ ス  
  インド      2001年  ワイパー、ファンモーター、ウインドウォッシャー 
                      長く技術提携し、合弁に変わった（95％）。 
  インドネシア2003年  スタータ、ＡＣＧ、ホーン、フラッシャーリレー 
                      元々、1980年にホンダ関連５社で進出したもの。 
                      2001年にミツバが買い取った。 
  中国青島    1995年  ファンモーター、四輪部品 
                      バイクの軽騎と合弁でスタートし、2001年独資に。 






  国内販売と現地調達 






































































































































































































  国内の事業所の配置 
  現在の国内の製造事業所は６工場から編成されている。 
 
  豊橋事業所  1962年    両面粘着テープ、表面保護材料、シーリング材料、防食テープ
            ・ シ ー ト 、 シ ー ト 防 水 材 料  
  関東事業所  1967年    フッ素樹脂加工製品、耐熱粘着テープ、脱気モジュール、超高
            分 子 量 ポ リ エ チ レ ン 多 孔 質 材    亀山事業所  1969年    半導体封止材料、フレキシブル回路基板、ＭＲＨ用薄膜金属回
            路 板 、 高 機 能 液 状 樹 脂  
  東北事業所  1977年    経皮吸収医薬品、細菌検査キット、創傷治療材、医療用サージ
            カ ル テ ー プ 、 粘 着 包 帯 な ど  
  滋賀事業所  1986年    逆浸透膜モジュール、限外濾過モジュール、精密濾過膜モジュ
            ー ル  










  台湾        1969年    電気絶縁テープ、ＬＣＤ光学フィルム 
  ベルギー    1974年    電気絶縁テープ、両面接着テープ等 
  マレーシア  1989年    半導体封止材料 
  中国浦東    1994年    電気絶縁テープ、表面保護材料、ＬＣＤ用光学フィルム、医療
            関 連 材 料  
  中国深ｾﾝ    1994年    フレキブル回路基板、ＬＣＤ光学フィルム 
  中国松江    1995年    電気絶縁用粘着テープ、各種粘着テープ 
  タイ        1997年    シーリング材料、電気絶縁テープ、各種粘着テープ 
  韓国        1999年    ＬＣＤ光学フィルム 
  ベトナム    1999年    フレキブル回路基板 














































































































































































  新たな発展の可能性 







  第３に、自然資源が豊富であり、労働者の質が高い。 
  第４に、特にホーチミンは、輸出生産拠点として、ＡＳＥＡＮへのロジスティックの条































































圧電インバータ、圧電ジャイロなどを組み立てている。人件費は月80ドルほどである。   ベトナム事業の基本方針は、以下のようなものである。 
  ・  多種少量で、人手のかかるものをやる。 
  ・  小回りの利く多能工化を推進し、生産革新をベースにコストミニマムを追求する。
  ・  部材の現地調達の推進、製品の外販の促進 







































































































  以上のような事情から、富士通 100％出資の「富士通コンピュータプロダクトベトナ
ム」がスタートすることになった。 
 






















































































































































































































































































































































































































  フルセット型の進出 











































































































  金型、成形、組立までやる 































































































































































    としては、増田辰弘『日僑型企業がアジアを制す』産能大学出版部、1997年、がある。 
  ２）中国広東省の最近の事情は、関満博『世界の工場／中国華南と日本企業』新評論、
    2002年、を参照されたい。 
  ３）シンガポールの工業団地開発に関しては、関満博・吉田敬一編『中小企業と地域イ    ンキュベータ』新評論、1993年、を参照されたい。 
  ４）日本電産の中国進出の一つのケースである大連については、関満博『日本企業／中
    国進出の新時代』新評論、2000年、を参照されたい。 
  ５）「現地化」の問題に関しては、関満博・範建亭編『現地化する中国進出日本企業』
    新評論、2003年、を参照されたい。 
  ６）上海の事情は、関満博『上海の産業発展と日本企業』新評論、1997年、深せんの事情
    は、同、前掲『世界の工場／中国華南と日本企業』、大連の事情は、同、前掲『日本
    企業／中国進出の新時代』を参照されたい。 
  ７）マブチの中国展開は、関満博、前掲『日本企業／中国進出の新時代』『世界の工場
    ／中国華南と日本企業』を参照されたい。 
  ８）東京大田区の機械工業集積については、関満博・加藤秀雄『現代日本の中小機械工
    業』新評論、1990年を、空洞化に関しては、関満博『現場発ニッポン空洞化を超えて
    』日経ビジネス人文庫、2003年、を参照されたい。 
  ９）中国無錫の当時の状況は、関満博『中国長江下流域の発展戦略』新評論、1995年、
    最近の事情は、一橋大学関満博研究室『中国無錫市における産業発展戦略』2002年、
    を参照されたい。 
 